
証券コード　7817
平成29年６月９日

株 主 各 位
東京都江東区東砂２丁目14番５号

代表取締役社長 木 村 恭 介
第35回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第35回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都江東区東砂２丁目14番５号
当社本店２号館４階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第35期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第35期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
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４．その他本招集ご通知に関する事項
　本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、次の事項につきましては、
法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.paramountbed-hd.co.jp)に掲載しておりますので、本招集
ご通知には掲載しておりません。
（１）連結計算書類の連結注記表
（２）計算書類の個別注記表
　したがって、本招集ご通知の提供書面は、会計監査人及び監査等委員会が
監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類又は計算書類の一部で
あります。

以　上

※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申しあげます。

※株 主 総 会 参 考 書 類 並 び に 事 業 報 告 、 計 算 書 類 及 び 連 結 計 算 書 類 に
修 正 が 生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.paramountbed-hd.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による各種政策の効果等に
より、前年度からの緩やかな回復基調が継続しましたが、新興国を中心と
した海外景気の下振れの懸念等、先行きにつきましては不透明な状況で推
移いたしました。
　当社グループの関連する医療・高齢者福祉分野におきましては、平成28
年４月に診療報酬の改定が実施され、病院・病床機能の分化・強化と連携、
在宅医療の重点化・効率化と充実等、地域完結型の医療体制「2025年モデ
ル」の実現をより推進する方向で見直しが行われました。
　このような環境のもと、当社グループは平成28年４月から平成33年３月
までの５年間を対象とした中期経営計画「2020プラン」を公表いたしまし
た。重要施策といたしまして「既存事業の維持・拡大」「海外事業拡大の
加速」「新たな成長の芽となる技術の開発とビジネスモデルの創造」を掲
げ、持続的な発展と企業価値の向上を目指しております。同計画におきま
しては平成33年３月期の連結売上高1,000億円、連結営業利益140億円を
目標としております。
　製品開発におきましては、投影された映像に合わせてトレーニングする
リハビリテーションシステム「Fieldo（フィールドゥ）」、利用者の寝返
りや立ち上がりの際に支えとなる「スイングアーム介助バー」、床ずれ防
止用のエアマットレス「ここちあ風香」、必要な時に介護用に“変身”する
電動ベッド「INTIME（インタイム）1000」等を開発・発売いたしまし
た。
　販売面におきましては、国内の医療施設向け販売及び海外事業において
売上が伸び悩んだものの、高齢者施設向け販売や在宅向け販売、メンテナ
ンス、福祉用具レンタル卸等の事業については堅調に推移いたしました。
また、福祉用具レンタル卸事業のパラマウントケアサービス株式会社にお
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きましては、きめ細かいサービスを目指した拠点の新設及び統合等により
６拠点増加し、全国の直営事業所数が71拠点となりました。
　なお、当社連結子会社であるパラマウントベッド株式会社は平成28年10
月31日付で同社の保有するCorona Medical SAS（以下「コロナ メディ
カル」といいます。）の全株式をHcare International SASに譲渡いたし
ました。コロナ メディカルはフランスを中心に医療福祉用のベッド等の
製造及び販売を行ってまいりましたが、ヨーロッパ経済の停滞等により、
その経営は厳しい状況下にありました。本件株式譲渡に伴い、当連結会計
年度において特別損失11億42百万円を計上いたしましたが、税効果会計に
より、親会社株主に帰属する当期純利益への影響は軽微となっております。

　次に当連結会計年度における主要な品目別売上高は、以下のとおりであ
ります。

品目別売上高 　　　（単位：百万円）

品 目 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 比
増 減 率 （ ％ ）

ベ ッ ド 29,290 27,961 △4.5

マ ッ ト レ ス 4,533 4,450 △1.9

病 室 用 家 具 3,885 4,059 4.5

医 療 用 器 具 備 品 3,260 3,696 13.4

そ の 他 18,886 17,410 △7.8

レ ン タ ル 14,232 15,621 9.8

合 計 74,089 73,198 △1.2

　以上の結果、当連結会計年度は、売上高731億98百万円、営業利益110
億15百万円、経常利益117億88百万円、親会社株主に帰属する当期純利益
90億34百万円となりました。
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②　設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資は、将来の業容拡大への対処として、総額12

億64百万円を投資いたしました。当連結会計年度中に完成又は取得した
主なものは、パラマウントベッド株式会社での製品等の金型・治具１億83
百万円、基幹業務システムのサーバー更新・構築作業１億２百万円等であ
ります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありませ
ん。

③　資金調達の状況
　　該当事項はありません。

⑵　当連結会計年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区 分 第 32 期
（平成26年３月期）

第 33 期
（平成27年３月期）

第 34 期
（平成28年３月期）

第 35 期
（平成29年３月期）

売 上 高 72,794 75,270 74,089 73,198

経 常 利 益 12,357 11,553 9,830 11,788

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 7,384 7,264 6,387 9,034

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 金 額 241.01円 244.03円 221.76円 320.14円

総 資 産 122,302 125,508 126,279 128,962

純 資 産 82,571 85,391 85,223 88,391

１ 株 当 た り
純 資 産 額 2,690.82円 2,906.85円 2,992.99円 3,200.91円

自 己 資 本 比 率 67.50％ 68.04％ 67.49％ 68.54％

(注)１．１株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
　　２．「パラマウントベッドグループ従業員持株会専用信託」（以下「従持信託」とい

います。）が所有する当社株式については、連結計算書類において自己株式として
表示しているため、１株当たり当期純利益金額及び１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式数及び期中平均株式数からは、当該株式を控除しております。

　　　　なお、従持信託が保有する当社株式は、当連結会計年度に全て売却したため、平
成29年３月31日現在はありません。
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②　当社の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

区 分 第 32 期
（平成26年３月期）

第 33 期
（平成27年３月期）

第 34 期
（平成28年３月期）

第 35 期
（平成29年３月期）

営 業 収 益 6,198 7,664 6,809 5,784

経 常 利 益 5,653 7,201 5,810 4,876

当 期 純 利 益 5,714 6,887 5,592 4,810

１ 株 当 た り
当期純利益金額 186.50円 231.35円 194.14円 170.47円

総 資 産 87,832 89,612 89,129 88,661

純 資 産 76,886 78,806 78,598 78,223
１ 株 当 た り
純 資 産 額 2,505.55円 2,682.72円 2,760.33円 2,832.73円

自 己 資 本 比 率 87.52％ 87.94％ 88.18％ 88.23％

(注)１．１株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
２．従持信託が所有する当社株式については、計算書類において自己株式として表示

しているため、１株当たり当期純利益金額及び１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式数及び期中平均株式数からは、当該株式を控除しております。

　　なお、従持信託が保有する当社株式は、当事業年度に全て売却したため、平成29
年３月31日現在はありません。
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⑶　重要な子会社の状況
①　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

パラマウントベッド
株 式 会 社 6,591百万円 100.00％ 医療福祉用ベッド等の製造販売

パラテクノ株式会社 80百万円 100.00％ 医療福祉用ベッド等のメンテナ
ンスサービス

パラマウントケアサービス
株 式 会 社 491百万円 100.00％ 福祉用具レンタル卸

パ ラ マ ウ ン ト
ベ ッ ド  ア ジ ア
パ シ フ ィ ッ ク

14,242千
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 100.00％ アジア地域間の統括、医療福祉用ベッド等

の販売

Ｐ Ｔ . パ ラ マ ウ ン ト
ベッド インドネシア 9,036百万ルピア 99.98％ 医療福祉用ベッド等の製造販売

八楽夢床業（中国)
有 限 公 司 8百万米ドル 100.00％ 医療福祉用ベッド等の製造販売

(注)１．前連結会計年度において連結子会社でありましたコロナ メディカルにつきまし
ては、平成28年10月に連結子会社であるパラマウントベッド株式会社が保有する同
社の全株式をHcare International SASに譲渡したため、連結の範囲から除いてお
ります。

　　２．当社の出資比率には、間接所有分を含めて記載しております。

②　当事業年度末日における特定完全子会社の状況
会 社 名 住 所 株式の帳簿価額 当社総資産額

パラマウントベッド
株 式 会 社

東京都江東区東砂
２丁目14番５号 34,865百万円 88,661百万円

⑷　対処すべき課題
　　今後の国内経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果

により、緩やかな回復が続くことが期待されておりますが、海外経済の不確
実性や金融資本市場の変動の影響等、不透明な状況が継続するものと考えら
れます。

　　医療・高齢者福祉分野におきましては、平成29年度の介護報酬改定では、
慢性的な介護人材不足解消の施策として介護職員１人あたり月額平均１万円
程度の給与改善となる新たな仕組み（加算）が導入されました。一方、平成
30年度介護保険制度改正では、利用者及び保険者の負担の見直しのほか、福
祉用具・住宅改修における上限価格の設定等が決定しております。

　　このような事業環境のもとで、当社グループといたしましては中期経営計
画「2020プラン」の達成に向けグループ間の連携を強化してまいります。新
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たなビジネスモデルといたしまして、ベッド上の患者の心拍・呼吸を非装着
でリアルタイムに測定できるほか、さまざまな生体情報を一元管理する「ス
マートベッドシステム™」の浸透に努めてまいります。同システムの利用に
より、医療及び介護施設においてさらなる人材不足が懸念されるなか、業務
の省力化、正確性の向上等が期待されます。将来的には在宅医療の拡充に向
けて医療機関と連携し測定情報の共有を図ってまいります。

　　海外事業につきましては、すでに販売拠点を設置しているメキシコ及びイ
ンドにおいて組立工場を新設する計画です。現地生産により関税等の負担を
軽減するとともにさらなる販売の拡大を目指してまいります。

　　次期の業績につきましては、売上高760億円、営業利益115億円、経常利
益118億円、親会社株主に帰属する当期純利益80億円を予定しております。
　※「スマートベッドシステム」はパラマウントベッド株式会社の登録商標
です。

⑸　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
当社、子会社15社（パラマウントベッド株式会社、パラテクノ株式会社、

パラマウントケアサービス株式会社、KPサービス株式会社、パラマウントベ
ッド アジア パシフィック、PT.パラマウントベッド インドネシア、八楽夢
床業（中国）有限公司、パラマウントベッド インディア、パラマウントベッ
ド ベトナム、パラマウントベッド タイランド、パラマウントベッド メキシ
コ、パラマウントベッド ブラジル他３社）及び関連会社２社で構成され、医
療福祉用ベッド等の製造及び販売を主たる業務としております。

⑹　主要な営業所及び工場（平成29年３月31日現在）
当 社 本社：東京都江東区

パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド
株 式 会 社

本社：東京都江東区
支店：札幌、仙台、さいたま、横浜、名古屋、大阪、広島、福岡
工場：千葉、松尾（いずれも千葉県山武市）

パ ラ テ ク ノ 株 式 会 社 本社：東京都文京区

パラマウントケアサービス
株 式 会 社 本社：東京都江東区

パ ラ マ ウ ン ト
ベ ッ ド  ア ジ ア
パ シ フ ィ ッ ク

本社：シンガポール共和国ラッフルズプレイス

Ｐ Ｔ . パ ラ マ ウ ン ト
ベ ッ ド  イ ン ド ネ シ ア 本社：インドネシア共和国ブカシ県

八楽夢床業（中国）有限公司 本社：中華人民共和国江蘇省無錫市
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⑺　使用人の状況（平成29年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
2,685名 47名増

（注）　使用人数は就業員数であります。

　　②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

22名 － 44.4歳 19.5年
(注)１．使用人数は就業員数であります。
　　２．平均勤続年数は、当社の連結子会社における勤続年数を通算しております。

２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成29年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 126,000,000株
②　発行済株式の総数 30,877,487株
③　株主数 9,192名
④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 シ ー ト ッ ク 2,821千株 10.2％

有 限 会 社 レ ッ ジ ウ ッ ド 2,073 7.5

ニ ウ ヴ ァ レ ー キ ャ ピ タ ル 合 同 会 社 1,379 5.0

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 1,069 3.9

木 村 憲 司 912 3.3

木 村 恭 介 911 3.3

木 村 通 秀 911 3.3

木 村 友 彦 820 3.0

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 ９ ) 765 2.8

ス テ ー ト  ス ト リ ー ト  バ ン ク
ア ン ド  ト ラ ス ト  カ ン パ ニ ー 754 2.7

（注）　当社は、自己株式を3,263,161株保有しておりますが、持株比率は自己株式を控除して
計算しております。
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　⑵　新株予約権等の状況
　①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権等の状況
　　　該当事項はありません。

　②　当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約
権等の状況

　　　該当事項はありません。

　③　その他新株予約権等に関する重要な事項
　平成25年７月10日開催の取締役会決議に基づき発行した2018年満期円
貨建転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の概要は以下のと
おりであります。

発行年月日 平成25年 7 月26日

新株予約権の数（個） 2,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,435,460

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,106

新株予約権の行使期間 自　平成25年 8 月 9 日
至　平成30年 7 月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価額及び資本組入額（円）

発行価額　　4,106
資本組入額　2,053

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 転換社債型新株予約権付社債に付されたもの
であり、本社債からの分離譲渡はできない。

代用払込みに関する事項
各本新株予約権の行使に際しては、各本社債を
出資するものとし、当該本社債の価額は、その
額面金額と同額とする。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏　　　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 木 村 憲 司

代 表 取 締 役 社 長 木 村 恭 介
パラマウントベッド株式会社代表取締役社長
パラマウントベッド アジア パシフィック マネージングダイレクター
八 楽 夢 床 業 （ 中 国 ） 有 限 公 司 董 事 長

専 務 取 締 役 木 村 通 秀 パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド 株 式 会 社 専 務 取 締 役

常 務 取 締 役 佐 藤 　 泉 パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド 株 式 会 社 常 務 取 締 役

取 締 役 坂 本 郁 夫 パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド 株 式 会 社 取 締 役

取 締 役 北 原 義 春 総 務 部 長
パラマウントベッド株式会社取締役管理本部長

取 締 役 後 藤 芳 一 東 京 大 学 大 学 院 　 工 学 系 研 究 科
マ テ リ ア ル 工 学 専 攻 　 特 任 教 授

取 締 役
（常勤監査等委員） 倉 本 　 弘 パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド 株 式 会 社 監 査 役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 岡　　　ゆかり 弁 護 士

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 佐 藤 正 樹 公 認 会 計 士

（注）１．取締役後藤芳一氏、取締役(監査等委員）岡ゆかり氏及び佐藤正樹氏は、社外取締役で
あります。

２．取締役（監査等委員）佐藤正樹氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有しております。

３．常勤の監査等委員を選定している理由は、重要な社内会議への出席、各種情報収集や
内部統制部門との連携等により、監査等委員会の情報共有を強化し監査の実効性を高め
るためであります。

４．取締役後藤芳一氏、取締役(監査等委員）岡ゆかり氏及び佐藤正樹氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．代表取締役木村恭介氏は、パラマウントベッド アジア パシフィックのマネージングダ
イレクターを平成29年５月９日付で、八楽夢床業（中国）有限公司董事長を平成29年４
月１日付でそれぞれ退任しております。

６．当社と社外取締役後藤芳一氏、社外取締役(監査等委員）岡ゆかり氏及び佐藤正樹氏
は、会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任
について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を
締結しております。

７．社外取締役後藤芳一氏が兼職している他の法人等と当社の間には特別な関係はありま
せん。
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８．当社は執行役員制度を導入しております。なお、平成29年３月31日現在の執行役員の
氏名及び担当業務は次のとおりであります。

会社における地位 氏　　　　名 担　　　　当

上 席 執 行 役 員 木 村 友 彦 パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド 株 式 会 社
常 務 取 締 役

執 行 役 員 大 内 健 司 財 務 部 長 兼 シ ス テ ム 部 長

執 行 役 員 八 田 俊 之 人 事 部 長

②　当事業年度中に退任した取締役及び監査役
氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び

重 要 な 兼 職 の 状 況

篠 原 靖 宏 平成28年６月29日 任 期 満 了 社 外 監 査 役
税 理 士 ・ 公 認 会 計 士

（注）当社は、平成28年６月29日開催の第34回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員
　　会設置会社に移行しております。これに伴い、監査役倉本弘氏、篠原靖宏氏及び佐藤正樹氏
　　は、任期満了により退任し、このうち倉本弘氏及び佐藤正樹氏が監査等委員である取締役に
　　就任しております。また、取締役岡ゆかり氏は同日付で任期満了により退任し、監査等委員
　　である取締役に就任しております。

③　取締役及び監査役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）

（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）
８名

（２名）
285百万円

（11百万円）
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）

（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）
３名

（２名）
31百万円

（15百万円）
監 査 役

（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）
３名

（２名）
８百万円

（４百万円）
合 計

（ う ち 社 外 役 員 ）
14名

（６名）
325百万円

（31百万円）
（注）１．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬額は、平成23年５月30日開催の第29回定
時株主総会において、年額５億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議い
ただいております。また、監査等委員会設置会社移行後の取締役（監査等委員を除く）
の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第34回定時株主総会において、年額５億円以
内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第34回定時株主総会
において、年額１億円以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬額は、平成23年５月30日開催の第29回定時株主総会において、年額１億
円以内と決議いただいております。

５．上記の報酬等の額には、以下のものが含まれております。
　当事業年度における役員賞与引当金繰入額23百万円（取締役（監査等委員を除く）３
名（うち社外取締役０名）に対し23百万円）。
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６．取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、平成28年6月29日開催の第34回定時
株主総会の終結の時をもって退任した取締役１名の在任中の報酬等の額が含まれており
ます。
　なお、退任取締役１名につきましては、同株主総会の終結の時をもって取締役を退任
した後、新たに取締役（監査等委員）に就任したため、取締役在任期間分は取締役（監
査等委員を除く）に、取締役（監査等委員）在任期間分は取締役（監査等委員）に含め
て記載しております。

７．監査役の報酬等の額には、平成28年6月29日開催の第34回定時株主総会の終結の時を
もって退任した監査役３名の在任中の報酬等の額が含まれております。
　なお、退任監査役２名につきましては、同株主総会の終結の時をもって監査役を退任
した後、新たに取締役（監査等委員）に就任したため、監査役在任期間分は監査役に、
取締役（監査等委員）在任期間分は取締役（監査等委員）に含めて記載しております。
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④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

　重要な兼職先と当社との関係につきましては、11頁「①取締役の状
況」に記載のとおりであります。

ロ．当事業年度における主な活動状況
・取締役会及び監査役会並びに監査等委員会への出席状況

取締役会 監査役会 監査等委員会

出 席 回 数 出 席 回 数 出 席 回 数

取 締 役 後 藤 芳 一 ９回／９回 －回 －回
取 締 役
(監査等委員) 岡　　　ゆかり ９回／９回 －回 ８回／８回

取 締 役
(監査等委員) 佐 藤 正 樹 ９回／９回 ２回／２回 ８回／８回

・取締役会及び監査役会並びに監査等委員会における発言状況
　当事業年度において開催された取締役会９回のうち、取締役後藤芳一
氏は９回、取締役（監査等委員）岡ゆかり氏は取締役として１回、取締
役(監査等委員）として８回、取締役（監査等委員）佐藤正樹氏は監査役
として１回、取締役(監査等委員）として８回、それぞれ開催された９回
全てに出席し、それぞれの専門的見地から議案審議等に必要な発言を適
宜行っているほか、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの助言・提言を行っております。
　当事業年度において開催された監査役会２回のうち、取締役（監査等
委員）佐藤正樹氏は監査役として２回全てに出席し、監査結果について
の意見交換や議案審議等に必要な発言を適宜行っております。
　当事業年度において開催された監査等委員会８回のうち、取締役（監
査等委員）岡ゆかり氏及び佐藤正樹氏は８回全てに出席し、監査結果に
ついての意見交換や議案審議等に必要な発言を適宜行っております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額
支　払　額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 37百万円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 93百万円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
　　引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で
　　きませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
　　ます。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報
酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、
会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

　　③　非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務として、グループの業務統合に係るコンサルティング業務等を委託し、
対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに

該当すると認められ、監査業務に重大な支障をきたすと判断したときは、
監査等委員全員の同意により会計監査人の解任を決定いたします。また、
当社の会計監査人であることにつき支障があると判断される場合には、監
査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任の議案の
内容を決定いたします。

⑤　当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算
関係書類監査の状況

当社の子会社であるパラマウントベッド アジア パシフィック、ＰＴ．
パラマウントベッド インドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司及びパラ
マウントベッド タイランドは、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監
査法人から監査を受けております。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。
①　当社グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制
イ．グループ企業行動憲章について、当社グループの役職員への浸透を図

るとともに、広く社会に明示・伝達し、社会から信頼される企業風土を
育てる。

ロ．当社は、企業行動憲章のほか、コンプライアンス基本規程に基づき、
当社グループの法令定款違反の未然防止を図る。

ハ．当社は、コンプライアンス担当部門を設置し、当社グループのコンプ
ライアンス体制の整備及び問題点の把握に努める。

ニ．当社は、当社グループの法令定款違反その他コンプライアンス違反に
ついての内部通報システムとして、社内及び社外（第三者機関等）に通
報窓口を設置し、内部通報規程に基づきその運用を行う。

ホ．当社は、内部監査担当部門を設置し、当社グループの各部門を対象に
内部監査を計画的に実施する。

ヘ．当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢
力・団体とは一切の関係を遮断する。反社会的勢力からの不当要求等に
対しては、断固として屈することなく、警察等の外部専門機関と緊密に
連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。

②　取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行にかかる情報については、社内規程に基づき適切に保

存及び管理することとする。取締役は、これらの情報を必要に応じて閲覧
することができる。

③　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社は、リスク管理基本規程に基づき、当社グループのリスク管理を

行う。当社は、グループ会社の規模や性質等に応じて、リスク管理規程
を制定させるなどの必要な体制を整備させる。

ロ．事業継続計画を策定し、地震その他の災害リスクに備えた体制の整備
を行う。

ハ．当社は、当社グループに重大なリスクが発生もしくは発生するおそれ
がある場合には、リスク管理基本規程に基づき、対策本部を設置し、必
要に応じて外部の専門家（顧問弁護士・税理士等）の指導・助言を受け、
迅速な対応を行うとともに、損害の拡大防止・抑止に努める。
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④　当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制

イ．当社は、取締役会を原則として毎月１回開催し、法令で定められた事
項のほか、経営上重要な事項について議論し、意思決定を行う。

ロ．当社は、グループ経営会議を原則として毎月１回開催し、グループ会
社の事業計画の遂行状況や経営上の重要事項を報告させるとともに、議
論を行い経営活動の最適化を図る。

ハ．当社は、関係会社管理規程に基づき、グループ会社に対する経営管理
体制を整備するとともに、グループ会社の経営上の重要事項を、当社と
の相談又は報告事項とする。

ニ．当社は、当社が直接経営管理を行うグループ会社との間で経営指導契
約を締結するなどにより、経営指導及び管理並びに間接業務（財務・人
事・総務・法務等）のサポートを行う。

ホ．当社は、社内規程に基づき、業務及び権限の分担を行い、効率的に個々
の業務を遂行する。当社は、規模や性質等に応じて、これに準拠した体
制を整備させる。

⑤　監査等委員会の職務を補助すべき職員に関する事項
イ．監査等委員会の職務を補助すべき職員の任命、異動等については、監

査等委員会の意見を尊重して決定するものとし、その独立性及び監査等
委員会の指示の実効性の確保に努める。

ロ．監査等委員会より職務の命令を受けた当該職員は、その職務について、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けない。監
査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対し、必
要に応じて当該職員の独立性及び当該職員に対する監査等委員会の指示
の実効性の確保に関する体制等の整備を要請することができる。

⑥　当社グループの役職員が監査等委員会に報告をするための体制等
イ．当社グループの役職員（これらの者から報告を受けた者を含む。以下、

本項において同じ。）は、監査等委員会に対し、当社グループのコンプ
ライアンス、リスク管理、内部通報の運用状況等について定期的に報告
する。

ロ．当社の内部監査担当部門は、監査等委員会に対し、当社グループの内
部監査結果について報告する。

ハ．当社グループの役職員は、監査等委員会に対し、以下の事項について
すみやかに報告する。

　・当社及びグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
　・当社及びグループ会社に重大な法令定款違反のおそれがある事項
　・その他監査等委員会が求めた事項
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ニ．当社及びグループ会社は、当社グループの役職員が上記イからハの報
告を行ったことを理由として、不利な取扱いを行ってはならない。

⑦　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制

当社は、監査等委員会の監査が実効的に行われるため、上記に掲げるほ
か、以下の体制を確保する。
イ．監査等委員は、取締役会のほか、経営会議その他の重要な会議に出席

し、意見を述べることができる。
ロ．監査等委員は、重要な会議の議事録、稟議書類その他の重要書類を、

いつでも閲覧をすることができる。
ハ．監査等委員会は、定期的に会計監査人による監査報告を受ける。
ニ．監査等委員会は、必要に応じて代表取締役と会合を持ち意見交換を行

うことができる。
ホ．当社は、監査等委員からその職務の執行に係る費用等について請求が

あった場合、職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これ
を拒むことができない。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①当社グループのコンプライアンスに関する取り組み
　イ．コンプライアンス研修会、ヒアリング及びアンケート等を適宜実施しま
　　した。
　ロ．コンプライアンスの遵守状況を含む内部監査を実施しました。
　ハ．反社会的勢力からの不当要求に備え、関連団体が主催する会合や講習会
　　への参加等を通じて情報収集を行いました。

②当社グループのリスク管理に関する取り組み
　イ．リスク管理体制について監視、監督をすることを目的として、リスク管
　　理、コンプライアンス、内部通報の運用状況等や内部監査の結果について、
　　取締役及び監査等委員会に対し、随時又は定期に報告を行いました。
　ロ．大規模地震等の災害に備え、防災訓練及び社員安否確認システムの訓練
　　を行いました。

③監査等委員会の監査に関する取り組み
　イ．監査等委員会に対し、コンプライアンス、リスク管理及び内部通報の運
　　用状況等並びに内部監査結果について随時又は定期に報告を行いました。
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　ロ．監査等委員会による往査の機会を設け、監査等委員会は年度計画に基づ
　　き事業所の実地監査を行いました。
　ハ．監査等委員による取締役会、経営会議等の重要な会議への出席や稟議書
　　類等の重要書類の閲覧の機会を設け、監査等委員は重要な会議に出席し、
　　また重要書類の閲覧を行いました。
　ニ．代表取締役及び会計監査人は、監査等委員と定期的に会合を持ち、意見
　　交換を行いました。
　ホ．監査等委員の職務の執行に係る費用等について、適宜当社にて負担をし
　　ました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
リース債権及びリース投資資産
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
賃 貸 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

73,085
30,228
22,914
1,962
9,804
4,453

225
1,381

756
811
591

△44
55,877
30,496
8,081

789
8,650

0
11,665

126
1,183
1,994

22
1,972

23,385
15,734
2,042
5,662
△54

流 動 負 債 18,507
買 掛 金 10,603
リ ー ス 債 務 1,888
未 払 法 人 税 等 713
賞 与 引 当 金 1,245
役 員 賞 与 引 当 金 27
そ の 他 4,028

固 定 負 債 22,063
新 株 予 約 権 付 社 債 10,012
リ ー ス 債 務 4,034
繰 延 税 金 負 債 2,081
環 境 対 策 引 当 金 41
退職給付に係る負債 5,564
そ の 他 328

負 債 合 計 40,570
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 87,805
資 本 金 4,207
資 本 剰 余 金 49,877
利 益 剰 余 金 44,451
自 己 株 式 △10,730

その他の包括利益累計額 585
その他有価証券評価差額金 542
為 替 換 算 調 整 勘 定 568
退職給付に係る調整累計額 △525

非 支 配 株 主 持 分 0
純 資 産 合 計 88,391

資 産 合 計 128,962 負 債 純 資 産 合 計 128,962

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 73,198
売 上 原 価 39,562

売 上 総 利 益 33,636
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 22,621

営 業 利 益 11,015
営 業 外 収 益

受 取 利 息 149
受 取 配 当 金 161
投 資 事 業 組 合 運 用 益 380
匿 名 組 合 投 資 利 益 136
そ の 他 156 984

営 業 外 費 用
支 払 利 息 34
為 替 差 損 143
そ の 他 34 211
経 常 利 益 11,788

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 674
投 資 有 価 証 券 償 還 益 59 734

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 償 還 損 18
投 資 有 価 証 券 評 価 損 118
関 係 会 社 株 式 売 却 損 1,142 1,279

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 11,243
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,900
法 人 税 等 調 整 額 308 2,208
当 期 純 利 益 9,034
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 9,034

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(平成28年 4 月 1 日から

平成29年 3 月31日まで)
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金
自 己 株 式 株 主 資 本

合 計自 己 株 式 自己株式(従持
信 託 所 有 分)

自 己 株 式
合 計

平成28年４月１日　残高 4,207 49,877 37,552 △7,399 △101 △7,501 84,136

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,136 △2,136
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,034 9,034

自 己 株 式 の 取 得 △3,331 △3,331 △3,331
自 己 株 式 の 従 持
信 託 か ら の 売 却 101 101 101

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 6,898 △3,331 101 △3,229 3,668

平成29年３月31日　残高 4,207 49,877 44,451 △10,730 － △10,730 87,805

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分 純 資 産 合 計その他有価

証券評価差
額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係る調整累
計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合
計

平成28年４月１日　残高 317 1,344 △574 1,086 0 85,223
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,136
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,034
自 己 株 式 の 取 得 △3,331
自 己 株 式 の 従 持
信 託 か ら の 売 却 101
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 225 △775 49 △501 0 △501

連結会計年度中の変動額合計 225 △775 49 △501 0 3,167
平成29年３月31日　残高 542 568 △525 585 0 88,391

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

前 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

保 険 積 立 金

匿 名 組 合 出 資 金

そ の 他

30,029

18,938

395

9,803

18

754

32

85

58,632

204

148

3

53

195

190

4

58,231

12,741

36,903

5,130

935

2,367

153

流 動 負 債 183

未 払 金 78

未 払 消 費 税 等 13

未 払 費 用 16

預 り 金 23

賞 与 引 当 金 26

役 員 賞 与 引 当 金 23

そ の 他 1

固 定 負 債 10,253

新 株 予 約 権 付 社 債 10,012

退 職 給 付 引 当 金 163
そ の 他 77

負 債 合 計 10,437

（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 77,774

資 本 金 4,207

資 本 剰 余 金 49,877

資 本 準 備 金 49,877

利 益 剰 余 金 34,420

そ の 他 利 益 剰 余 金 34,420

繰 越 利 益 剰 余 金 34,420

自 己 株 式 △10,730

評 価 ・ 換 算 差 額 等 448
その他有価証券評価差額金 448

純 資 産 合 計 78,223
資 産 合 計 88,661 負 債 純 資 産 合 計 88,661

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 5,784

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,862

営 業 利 益 3,922

営 業 外 収 益

受 取 利 息 164

受 取 配 当 金 120

投 資 事 業 組 合 運 用 益 395

匿 名 組 合 投 資 利 益 136

そ の 他 219 1,036

営 業 外 費 用

為 替 差 損 66

そ の 他 15 82

経 常 利 益 4,876

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 73

投 資 有 価 証 券 償 還 益 52 125

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 償 還 損 18 18

税 引 前 当 期 純 利 益 4,983

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 158

法 人 税 等 調 整 額 14 172

当 期 純 利 益 4,810

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 自己株式
自 己 株 式
(従 持 信 託
所 有 分 )

自己株式
合 計繰越利益

剰　余　金
平成28年４月１日　残高 4,207 49,877 49,877 31,746 31,746 △7,399 △101 △7,501 78,329
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △2,136 △2,136 △2,136
当 期 純 利 益 4,810 4,810 4,810
自己株式の取得 △3,331 △3,331 △3,331
自己株式の従持
信託からの売却 101 101 101

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － 2,674 2,674 △3,331 101 △3,229 △554
平成29年３月31日　残高 4,207 49,877 49,877 34,420 34,420 △10,730 － △10,730 77,774

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

平成28年４月１日　残高 268 268 78,598
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △2,136
当 期 純 利 益 4,810
自己株式の取得 △3,331
自己株式の従持
信託からの売却 101

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額) 180 180 180

事業年度中の変動額合計 180 180 △374
平成29年３月31日　残高 448 448 78,223

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日
パラマウントベッドホールディングス株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 谷 藤 雅 俊 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 堀 一 英 ㊞

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、パラマウントベッドホールディ
ングス株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の連結
計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、パラマウントベッドホールディングス株式会社及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年５月９日
パラマウントベッドホールディングス株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 谷 藤 雅 俊 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 堀 一 英 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、パラマウントベッドホー
ルディングス株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第３５期事業
年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第35
期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方
法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

平成29年５月15日

パラマウントベッドホールディングス株式会社　監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 倉 本 　 弘 ㊞

監 査 等 委 員 岡　　　ゆかり ㊞

監 査 等 委 員 佐 藤 正 樹 ㊞
(注)監査等委員岡ゆかり及び佐藤正樹は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項

当社は、業績を反映した株主の皆様への利益還元を重視する一方、将来の
積極的な事業展開と急激な事業環境の変化に備えた財務体質と経営基盤のよ
り一層の強化を図るための内部留保の充実を総合的に勘案したうえで配当金
額を決定することといたしております。

また、当社グループの中核であるパラマウントベッド株式会社は、平成29
年５月25日に創業70周年を迎えました。これもひとえに株主の皆様をはじ
め、関係各位の温かいご支援の賜物と心より感謝申しあげます。

つきましては、第35期の期末配当を次のとおりといたしたいと存じます。
⑴　配当財産の種類

金銭といたします。
⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金50円
　（うち普通配当40円、創業70周年記念配当10円）
　配当総額　1,380,716,300円
　なお、中間配当金として１株につき40円をお支払いしておりますので、
年間では、１株につき90円（前事業年度より20円増配）となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年６月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

（1）今後の事業展開に対応するため、第２条に事業目的を追加するもので
あります。

（2）補欠の監査等委員である取締役の選任にかかる決議の効力を伸長する
規定を第20条に新設するものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）
第２条　　（条文省略） 第２条　　（現行どおり）

(1)　～(14)　（条文省略） (1)　～(14)　（現行どおり）
　（新設） (15)電気通信事業
(15)～（26） （条文省略） (16)～（27）（現行どおり）

（任期） （任期）
第20条　　（条文省略） 第20条　　（現行どおり）

２．　（条文省略） ２．　（現行どおり）
３．　（条文省略） ３．　（現行どおり）

　（新設) ４．補欠の監査等委員である取締役の
選任に係る決議が効力を有する期間
は、当該決議後２年以内に終了する事
業年度のうち最終のものに関する定
時株主総会の開始の時までとする。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議

案において同じ。）７名全員の任期が満了となります。つきましては、取締役７
名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、異議はな
い旨の意見を得ております。

取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

1

き
木

むら
村

けん
憲

じ
司

(昭和22年６月21日生)

昭和52年４月 パラマウントベッド株式会社入社

912,397株

昭和52年８月 同社取締役
昭和54年８月 同社常務取締役
昭和57年10月 当社取締役
昭和62年９月 パラマウントベッド株式会社

専務取締役
平成３年４月 同社代表取締役社長
平成21年４月 同社代表取締役会長
平成23年10月 当社代表取締役会長（現任)

取締役候補者とした理由
長年にわたり当社及び当社グループの取締役及び代表取締役を務め、経営を担ってお
ります。その豊富な経験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。

2

き
木

むら
村

きょう
恭

すけ
介

(昭和25年９月20日生)

昭和54年４月 パラマウントベッド株式会社入社

911,275株

昭和54年８月 同社取締役
昭和57年10月 当社取締役
昭和62年９月 パラマウントベッド株式会社

常務取締役
平成３年４月 同社専務取締役
平成９年４月 同社代表取締役副社長
平成21年４月 同社代表取締役社長（現任）
平成23年２月 当社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社代表取締役社長

取締役候補者とした理由
長年にわたり当社及び当社グループの取締役及び代表取締役を務め、経営を担ってお
ります。その豊富な経験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

3

き
木

むら
村

みち
通

ひで
秀

(昭和33年９月11日生)

昭和58年２月 パラマウントベッド株式会社入社

911,016株

昭和62年９月 同社取締役
平成４年11月 当社監査役
平成12年４月 パラマウントベッド株式会社

取締役財務システム本部長
平成21年４月 同社専務取締役（現任）
平成23年２月 当社取締役
平成23年10月 当社専務取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社専務取締役

取締役候補者とした理由
長年にわたり当社及び当社グループの取締役を務め、主に財務部門、システム部門等
を担当しております。平成23年からは当社の専務取締役を務めるなど、その豊富な経
験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。

4

さ
佐

とう
藤

 
　

いづみ
泉

(昭和33年３月24日生)

昭和55年 4 月 パラマウントベッド株式会社入社

5,727株

平成21年 4 月 同社執行役員営業本部長
平成22年 6 月 同社取締役営業本部長
平成23年10月 当社取締役
平成25年６月 当社常務取締役
平成25年６月 パラマウントベッド株式会社

常務取締役営業本部長
平成27年４月 当社常務取締役企画部長
平成27年４月 パラマウントベッド株式会社

常務取締役（現任）
平成27年10月 当社常務取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社常務取締役

取締役候補者とした理由
主に営業部門、企画部門等を担当し、平成22年からパラマウントベッド㈱の取締役、
平成23年から当社の取締役、平成25年から常務取締役を務めるなど、当社グループに
おける豊富な経験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

５

さか
坂

もと
本

いく
郁

お
夫

(昭和28年４月30日生)

昭和52年 4 月 パラマウントベッド株式会社入社

15,500株

平成12年 6 月 同社取締役
平成14年 6 月 同社取締役営業本部長
平成21年 4 月 同社取締役技術本部長
平成23年10月 当社取締役（現任）
平成26年１月 パラマウントベッド株式会社

取締役営業総括
平成28年４月 同社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社取締役

取締役候補者とした理由
主に営業部門、技術部門等を担当し、平成12年からパラマウントベッド㈱の取締役、
平成23年から当社の取締役を務めるなど、当社グループにおける豊富な経験と実績を
踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。

６

きた
北

はら
原

よし
義

はる
春

(昭和32年３月６日生)

昭和55年 4 月 パラマウントベッド株式会社入社

3,780株

平成21年 4 月 同社執行役員総務部長
平成23年10月 当社執行役員総務部長
平成27年６月 当社取締役総務部長（現任）
平成27年 6 月 パラマウントベッド株式会社

取締役管理本部長(現任）
（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社取締役管理本部長

取締役候補者とした理由
主に総務部門等を担当し、平成21年からパラマウントベッド㈱の、平成23年から当社
の執行役員総務部長を務め、平成27年からは取締役総務部長を務めるなど、当社グル
ープにおける豊富な経験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

7

ご
後

とう
藤

よし
芳

かず
一

(昭和30年10月30日生)

昭和55年４月 通商産業省（現経済産業省)入省

－ 株

平成15年８月 経済産業省 産業技術環境局
標準課長

平成16年６月 同省 中小企業庁 技術課長
平成20年７月 同省 製造産業局 次長
平成22年４月 同省 大臣官房審議官(製造産業

局担当）
平成24年10月 東京大学大学院 工学系研究科

マテリアル工学専攻 特任教授
（現任）

平成27年６月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
東京大学大学院 工学系研究科 マテリアル工学専攻　
特任教授

社外取締役候補者とした理由
長年、企業のものづくりを中心とした産業振興に関する経済行政分野に携わってこら
れ、また、産学連携や研究分野における豊富な経験と、幅広い知見を有しておられる
ことから、その知見を引き続き当社の経営に活かしていただくとともに、当社経営陣
から独立した立場から業務執行取締役の職務の執行に対する適切な助言・監督を行っ
ていただくため、社外取締役候補者といたしました。同氏は、直接企業経営に関与さ
れた経験はありませんが、上記の理由から、社外取締役としての職務を適切に遂行で
きるものと判断しております。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．後藤芳一氏は、社外取締役候補者であります。
　　　３．後藤芳一氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、

本定時株主総会終結の時をもって２年となります。
　　　４．当社は、後藤芳一氏との間で会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、会社法第

423条第１項の損害賠償責任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
を限度とする責任限定契約を締結しておりますが、同氏の再任が承認された場合は、
同氏との間で当該責任限定契約を継続する予定であります。

　　　５．当社は後藤芳一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
に届け出ております。同氏が再任された場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする
予定であります。
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第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くこととなる場合に備え、補

欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生　 年　 月　 日）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 株 式 の 数

た
田

ぐち
口

たけ
武

ひさ
尚

(昭和18年７月14日生)

昭和37年４月 東京国税局入局

－ 株

平成13年７月 立川税務署長
平成14年８月 税理士登録
平成20年６月 株式会社オーハシテクニカ

社外監査役
平成25年６月 同社社外取締役

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由
税理士として培われた専門的知識と豊富な経験を活かしていただくことで、当社のコーポレー
ト・ガバナンス体制の強化につながるものと判断し、補欠の監査等委員である社外取締役候補
者といたしました。同氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、上記の理由から、
社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（注）１．田口武尚氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．田口武尚氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
　　なお、同氏が監査等委員である社外取締役に就任することとなった場合には、東京証

券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。
３．田口武尚氏が監査等委員である社外取締役に就任することとなった場合には、同氏と

当社は会社法第427条第１項及び当社定款に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責
任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約
を締結する予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

至秋葉原
ＪＲ総武線 至千葉

京葉道路 小松川橋

大島８丁目
交差点

新大橋通り 船堀橋
至新宿 至本八幡

東大島駅
都営地下鉄新宿線 大島口 小松川口

バス停
第五大島小学校前

公園

小名木川

パラマウントベッド
ホールディングス
株式会社本店

旧 

中
川

荒
川

亀戸駅

※　地下鉄／都営地下鉄新宿線東大島駅より徒歩約８分
（大島口改札口をご利用ください）

※　ＪＲ／総武線亀戸駅北口ロータリーよりバス（３番のりば亀24系統東砂六丁目行
き）にて第五大島小学校前下車徒歩約４分（草24系統東大島駅前行きは東大島駅
止まりですので、同駅下車徒歩約８分）

※　駐車場が手狭のため、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげ
ます。

〒136-8671 東京都江東区東砂２丁目14番５号
当社本店２号館４階
電　話（03）3648-1100

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図


